
令和 7 年４月１日より 67％→100％に 

 雇用保険の育児休業給付金は広く知られ

ていますが、2022 年 10 月創設の「出生時育

児休業給付金」はご存じの方が少ないかも

しれません。「産後パパ育休」といって子の

出生日から 8 週間を経過する日の翌日まで

の期間に４週間(28日)以内の期間を定めて、

当該子を養育するための育休を取得した被

保険者である男性が対象になります。この

産後パパ育休は従来の育児休業給付金と同

じ給与の 67％相当が支給されます。 

 この度この率を上げ100％を補償する「出

生後休業支援給付金」が創設されます。 

これにより育休中の収入減をカバーし、

特に男性の育児休業を促進することを目指

しています。 

支給要件・支給額 

 子の出生直後の一定期間に両親ともに

（配偶者が就労していない場合は本人が）14

日以上の育児休業を取得した場合に出生時

育児休業給付金または育児休業給付金と合

わせて「出生後休業支援給付金」を最大 28

日間支給します。ポイントは出生直後に夫

婦そろって育児休業を取得することです。

夫婦２人分とも支給されますし、育児休業

中は申し出により健康保険料、厚生年金保

険料が免除され、勤務先から給与が支給さ

れない場合は雇用保険料の負担はありませ

ん。また、育児休業と給付金は非課税です。

よって休業開始時賃金日額の80％の給付率

で手取りの 10 割相当の手取りとなります。

ただし休業開始時賃金日額には上限額があ

るのでご留意ください。 

申請手続き 

出生後休業支援給付金の支給申請は原則

として出生時育児休業給付金、育児休業給

付金と併せて同一の支給申請書を用いて行

います（別途申請も可能ですが他の給付金

の後になります）。 

育児時短就業給付金の創設 

 現在は育児のため短時間勤務制度を選択

し賃金が低下した労働者に対する給付制度

はありませんが、４月より「育児時短就業

給付金」が創設され賃金低下分をカバーで

きるようになります。 

対象は２歳未満の子を育て時短勤務を利

用している労働者、支給額は時短勤務中の

各月に支払われた賃金額の１割、条件は時

短勤務開始前の２年間に 12 か月以上雇用

保険の被保険者であることです。 
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出生後休業支援給付金（育休中も手取り 

は10割）・育児時短就業給付金の創設 

パパとママ、両親と

も子の出生時に育休

を取ると手取り賃金

は 10 割相当になり

ます 
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